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【目的】 
日本では、高齢化に伴い認知症が増加する一方、少子化により、認知症の介護を家庭で支
えるのは困難な状況が加速している。また、介護保険制度の財政は、ひっ迫した状況が続い
ている。その結果、介護離職やサービスを受けられない事態が深刻化すると予測される。ま
た地域では、認知機能低下が高度になった段階では、本人の病院受診への抵抗が強くなり、
なかなか受診に結びつかないという課題もある。認知症の根治的な治療法が確立されてい
ないなか、認知症の予防と早期発見・早期介入が重要である。 
認知症を予防するためには、認知症に関連する要因や認知症に至る経路を明らかにする
ことが求められる。欧米諸国の先行研究では、低い社会経済的要因（以下、低 SESという）
と認知症との関連、低 SESから糖尿病などの生活習慣病を介して認知症になるという経路
が報告されている。しかしながら、日本では認知症と低 SESとの関連はほとんど報告され
ておらず、低 SESから認知症になるという経路に、生活習慣病が媒介するかどうかも明ら
かではない。 
また、認知症の早期発見・早期介入のためには、少しでも早く、本人や親族が認知症によ
る精神面の変化に気付き、本人が予防の意義を理解できるうちに、介護予防を促すことが重
要である。認知機能低下に関する親族と本人の両方の認識が一致する時が、認知症予防をす
すめやすい時期であると考えられる。しかし、認知機能低下にともなう精神面の変化に関す
る親族と本人の認識の一致度を明らかにした研究は少ない。 
そこで本研究では、日本において（１）低 SESと認知症との関連、低 SESから認知症へ
の経路に生活習慣病がどのように媒介するか、（２）認知機能低下に伴い現れる精神面の変
化について、親族と本人が気づいた内容、親族と本人の双方の認識が一致する時期を明らか
にすることを目的とした。 
【方法と結果】 
研究 1：社会経済的要因と認知症との関連に関する症例対照研究 
対象者は、2014 年の富山県認知症高齢者実態調査の対象者とした。富山県認知症高齢者
実態調査は、県内在住の 65 歳以上の高齢者を対象として行われている無作為抽出調査で、
1985年より 5回（1990年、1996年、2001年、2014年）横断的に実施されている。 
調査内容は、過去の病歴や生活習慣要因（喫煙、飲酒習慣）、社会経済的状況(教育歴と職
歴)、改訂長谷川式認知症スケール得点とし、認知症が疑われたものは認知機能に関する詳
細検査にすすみ、医師が診断した。全ての項目に回答した 137 人の認知症群と 1,039 人の
認知症のない対照群を分析対象とした。性別、年齢、生活習慣、既往歴を共変量とし、SES
と認知症と関連をロジステック回帰分析にて検証した。さらに、認知症と関連の見られた生
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活習慣、既往歴と、SES との関連を性別、年齢を共変量として、それぞれロジステック回
帰分析にて検証した。低 SESから認知症へ至る経路に、生活習慣病が媒介するかどうかを
Sobel testで検証した。 
その結果、教育歴の短い人は、教育歴が長い人に比べ、認知症に対するオッズ比が有意に
高く、3.23から 3.56であった。低教育歴と、飲酒や喫煙、糖尿病、パーキンソン病、脳卒
中、狭心症・心筋梗塞との関連は見られなかった。低教育歴から認知症への経路において糖
尿病の寄与度は極めて低かった。 
研究 2：認知機能低下にともなう親族が気づく変化と本人の自覚に関する横断研究 
対象は、研究 1と同様である。調査内容は、本人の改訂長谷川式認知症スケール（HDS-
R）得点、親族からみた本人の精神面の変化、本人の自覚している精神面の変化とし、全て
の質問に回答のあった 663 人と同居の親族を分析対象とした。改訂長谷川式認知症スケー
ル得点で 20点以下、21-24点、25点以上の 3群に対象者を分けて、認知機能低下にともな
う精神面の変化と、親族と本人との認識の相違をχ2検定とκ係数によって検討した。 
その結果、認知機能が低いほど、親族は、「物事を悪い方に考える」、「頑固になった」等
の本人の精神面の変化に気づいており、本人も自身の変化を自覚していた。親族と本人とで
「物忘れが多い」自覚の一致度は低かったが、認知機能低下がほとんどみられない時期から、
「食欲がない」「夜眠れない」自覚の一致度は高かった。 
 
 
 
【考察】 
日本においては、低 SESから認知症への経路に糖尿病などの生活習慣は介していないこ
とが確認された。教育歴の短さが独立して認知症と関連した結果は、日本では低 SESから
生活習慣病に必ずしも結びつかないことを示唆し、教育を受けている人ほど神経細胞が活
動的で、認知症の発症が遅くなるというコグニティブ・リザーブ仮説を支持する可能性が考
えられた。認知症予防のため、高齢期における活発な余暇活動や社会参加が重要になると考
えられた。 
 高齢期における認知機能低下について、認知機能低下がほぼみられない時期から、食欲不
振と睡眠障害の自覚は、親族と本人とで一致した。食欲不振や睡眠障害は、認知機能低下の
徴候の可能性があり、それらの変化の認識が一致する時が、親族が本人に認知症予防を促し
やすい時期であると考えられた。 
 本研究は、日本での社会経済的要因から認知症に至る経路に生活習慣病が媒介するかを
評価し、親族と本人が自覚する認知機能低下の内容や認識が一致する時期を明らかにした
初めての研究である。研究デザイン上の限界を考慮しても、今後の日本の認知症対策を検討
する上で、重要な示唆を与えていると考えられる。 
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【目的】 
わが国では高齢化に伴い認知症が増加する一方、認知症の介護を家庭で支えるのは
困難な状況が加速している。認知症の根治的な治療法が確立されていない現在、認知
症を予防すること、早期発見・早期対応することは重要である。また認知症を予防す
るためには、認知症に関連する要因や認知症に至る経路を明らかにすることが必要で
ある。 
欧米の先行研究では、社会経済的要因（Socioeconomic Status: SES）と認知症との関
連が指摘されており、低SESから糖尿病などの生活習慣病を介して認知症に至る経路
が報告されている。一方わが国では認知症と低SESとの関連はほとんど報告されてお
らず、低SESから認知症に至る経路に、生活習慣病を介するかどうかについても明ら
かではない。また、認知機能低下にともなう精神面の変化に関して、親族と本人の認
識の一致度を検討した研究は少ない。 
そこで中堀伸枝氏は、日本において、1 低SESと認知症との関連、低SESから認知症
への経路に生活習慣病がどのように関連するか、2 認知機能低下にともない現れる精
神面の変化について、親族と本人が気づいた内容、親族と本人の双方の認識が一致す
る時期を明らかにすることを目的として本研究を行った。 
 
【方法および結果】 
研究1：社会経済的要因と認知症との関連に関する症例対象研究  
2014年に行われた富山県認知症高齢者実態調査の対象者1,303名を対象とした。本調査
は、富山県在住の65歳以上の高齢者を対象として行われた無作為抽出調査である。性
別、年齢、生活習慣、既往歴を共変量とし、SESと認知症との関連をロジスティック
回帰分析にて検証した。低SESから認知症に至る経路に、生活習慣病が媒介するかど
うかは Sobel testにて検証した。その結果、教育歴の短い人は教育歴が長い人に比べて、
認知症に対するオッズ比が有意に高かった。低教育歴と飲酒、喫煙、糖尿病、パーキ
ンソン病、脳卒中、狭心症・心筋梗塞との関連は認められなかった。低教育歴から認
知症への経路において、糖尿病の寄与度は極めて低かった。 
研究2：認知機能低下にともなう親族が気づく変化と本人の自覚に関する横断研究 
対象は研究1と同様である。調査内容は、本人の改訂長谷川式認知症スケール得点、
親族からみた本人の精神面の変化、本人の自覚している精神面の変化であり、全ての
質問に回答があった663人と同居の親族を対象とした。改訂長谷川式認知症スケール得
点で20点以下、21-24点、25点以上の3群の対象者に分けて、認知機能低下にともなう
精神面の変化と親族と本人の認識の相違を検討した。その結果、認知機能が低いほど、
親族は「物事を悪い方に考える」、「頑固になった」等、本人の精神面の変化に気づい
ており、本人も自身の変化を自覚していた。親族と本人とで「物忘れが多い」自覚の
 一致度は低かったが、認知機能低下がほとんどみられない時期から「食欲がない」、「夜
眠れない」の2項目の一致度は高かった。 
【総括】 
日本において、低SESから認知症への経路には糖尿病などの生活習慣病は介してい
ないことが示唆された。この結果は教育を受けている人ほど認知機能を司る神経組織の
活動性が高く、認知症の発症が遅くなるというコグニティブ・リザーブ仮説を支持するもの
と思われる。高齢期における認知機能の低下については、認知機能の低下がみられな
い時期から、食欲不振と睡眠障害の自覚が、親族と本人とで一致していた。食欲不振や
睡眠障害は、認知機能低下の早期の徴候である可能性があり、それらの変化の認識が
一致する時が、親族が本人に認知症予防を促しやすい時期であることが推測される。  
本研究は、日本における社会経済的要因から認知症に至る経路に生活習慣病が媒
介するかを評価し、親族と本人が自覚する認知機能低下の内容や認識が一致する時期
を明らかにした初めての研究である。わが国では低SESから認知症への経路に糖尿病な
どの生活習慣病は介していないこと、また高齢期においては認知機能の低下がみられな
い時期から、食欲不振と睡眠障害の自覚が、親族と本人とで一致していたことを明らか
にしたことは新規性があり、今後の日本の認知症対策を検討する上で学術的重要性は
高い。研究デザインの限界を考慮しても、今後の日本の認知症対策を検討する上で、重
要な示唆を与えている。 
以上より、本審査会は本論文を博士（医学）の学位に十分値すると判断した。 
